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大阪府・大阪市経済動向報告会 第３部資料

『 「大阪の経済2011年版」のポイント 』

2011年5月23日

財団法人 大阪市都市型産業振興センター

経済調査室長 徳田 裕平

(財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 1

◆ 目 次 ◆

Ⅱ 大阪の産業・経済動向

１．製造業

２．卸売業

３．小売業

４．サービス業

５．飲食・宿泊業

６．その他の経済活動

【金融・証券】、 【物流】、【貿易】、

【消費動向】

７．成長産業等の動向

【集客・観光】、 【環境・エネルギー】、

【健康・医療】、 【クリエイティブ・デザイン】、

【ｺﾐｭﾆﾃｨﾋﾞｼﾞﾈｽ/ｿｰｼｬﾙﾋﾞｼﾞﾈｽ】、 【人材】

８．区別（地域別）経済構造
【人口】、【区内総生産】、

【事業所数・従業者数】、 【製造業】、

【卸売業】、【小売業】、【対事業所ｻｰﾋﾞｽ業】

Ⅰ 大阪経済の現況と2011年の展望

１. 経済規模

２. 近畿経済における大阪市の位置づけ

３. 産業構成

４．需要面の構造（市内総支出の構造）

５．景況調査による大阪経済の見通し

６．需要（支出）セクターに関する見通し

７．供給（生産）セクターに関する見通し

８．雇用（所得）セクターに関する見通し

９．2011年度の総括的見通し

(財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 2

8,972
4,887

4,520
3,635

2,854
2,658

2,297
1,740
1,677
1,639
1,594
1,499

1,137
1,051
931
873
712

511
502
400
341
273
222
215
193
188
167

14,297

0 5,000 10,000 15,000

アメリカ
(BRICs計)

日本
中国

ドイツ
フランス
イギリス
イタリア

(アジアNIEs計)
ロシア

ブラジル
スペイン

カナダ
インド

オーストラリア
韓国

オランダ
近畿

インドネシア
スイス

台湾
大阪府

タイ
マレーシア

香港
シンガポール

大阪市
フィリピン

（十億米ドル）

１．経済規模

各国の国内総生産（名目、2008年）
全国に占める大阪市経済のシェアの推移

・大阪市の総生産は20.7兆円（FY2008、名目）
で、政令市の中で最大でGDPシェアは4.2％

・国際比較ではｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙと同水準､ﾌｨﾘﾋﾟﾝより大

Ⅰ 大阪経済の現況と2011年の展望

・大阪の全国シェアは2003～05年前後を底に、

卸売業販売額、輸出入額、人口などで上昇

注:①アジアＮＩＥｓ…韓国、台湾、シンガポール、香港の4か国
･地域の合計
BRICｓ…ブラジル、ロシア、インド、中国4か国の合計
近畿…大阪府、兵庫県、京都府、和歌山県、奈良県、滋
賀県の6府県

②近畿、大阪市の数値は、2007年度
③近畿、大阪府、大阪市の数値のドル換算レートは、東京

外国為替市場における月中単純平均値による。
2008年度：1ドル＝100円43銭

資料：ＯＥＣＤ加盟国はＯＥＣＤ「OECD StatExtract」
それ以外の国は日本貿易振興機構（ジェトロ）「海外のビ
ジネス情報」

近畿、大阪府は内閣府「県民経済計算」、大阪市は「市
民経済計算」

注：最近時の数値は、人口（2010年）、市内総生産（08年度）、事業所数、従業者数
（09年速報値）、製造品出荷額等（09年速報値）、卸売業販売額（07年）、
輸出額、輸入額（10年速報値）の数値である。また、事業所数・従業者数は
1981年、86年、91年、96年、2001年、04年、06年の数値であり、民営事業所の
値。
卸売業は1982年、85年、91年、97年、2002年、04年の数値である。
なお、製造品出荷額等は従業者数４人以上の事業所のみである。

資料：総務省「国勢調査」、「事業所・企業統計」「経済センサス」（速報）、
内閣府｢国民経済 計算」、経済産業省｢商業統計表｣、「工業統計表」、
大阪市計画調整局｢市民経済計算｣、大阪税関、財務省｢貿易統計｣
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大阪市の経済活動別生産額の近畿
内シェア（2008年度、名目）

域内総生産（名目）成長率の推移

・大阪市ｼｪｱ：人口（12.8％）、昼間人口
（17.2％）、事業所数（21.4％）、従業
者数（24.7％）、域内総生産（26.0％)、
大企業数（47.0％）

・経済活動別では、卸売・小売業、サー
ビス業、運輸・通信業、金融・保険業
のシェアが高い

・大阪市の域内総生産の推移は、FY2004
に21兆円を割り込むまで下落。その後
プラス成長に転じたものの、FY08では

世界的金融危機により大打撃を受けて
FY07よりも2.5％のマイナス成長を余儀
なくされた。FY09も数％のマイナス予
想だが、FY10はプラス成長に復帰見込み

２．近畿経済における大阪市の位置づけ

資料：内閣府「県民経済計算」、大阪市計画調整局「市民経済計算」

注：大阪府の2009年は早期集計
資料：大阪市計画調整局「市民経済計算」、内閣府「国民経済計算」（平成21年

度確報）、大阪府、近畿は内閣府および各府県の「県（府）民経済計算」
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・第二次産業はシェアダウンの一途（13％）
・卸売・小売業は反転して上昇（32％）

・第三次産業はサービス業が中心となって
シェア増加基調（55％）⇒サービス経済化

３．産業構成

域内総生産の産業別構成比の推移

・外需に当たる「財貨・ｻｰﾋﾞｽの移出入ほか」の
比率が突出して大きく、民間企業設備資本形成
の割合も大きいため、国内外の景況の影響大

・他方、民間最終消費支出や民間住宅資本形成の
割合が少なく、市民の購買行動の影響力は小

４．需要面の構造（市内総支出の構造）

域内総支出の需要構造の他都市比較
（域内最終需要＝100、2008年度(名目ベース)）

注：対象は産業分野のみ。その他は、農林水産業、鉱業、電気・ガス・水道業。
資料：内閣府「県民経済計算」、大阪市計画調整局「市民経済計算」 注：市内最終需要＝100とした構成。東京都は都全体。「財貨・ｻｰﾋﾞｽの移出入ほか」に

は在庫品増加と統計上の不突合を含む。
横浜市は７都市の中で唯一ベッドタウン型都市であるため、市民の消費が東京都な
どに流れるなどにより、財貨・サービスの移出入がマイナスとなっている
名古屋市、横浜市、神戸市、福岡市は2007年度であり、金融危機以前の好況期の
ため、設備投資が多めに表れていると解釈するのが適切である

資料：内閣府「県民経済計算」、各都市「市民経済計算」
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５．景況調査による大阪経済の見通し

下降 減少 赤字 下降

上昇 順調 不足増加 黒字 上昇 上昇 上昇

下降 下降 窮屈 過剰

営業利益判断業況判断
（前期比）

業況判断
（前年同期比）

（参考）業況判断
（前期比・季節調整）

売上高 営業利益水準 原材料価格 製・商品単価 資金繰り 雇用状況
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2002年の調査開始以降最低期（02年Ⅰ月）（※08年Ⅱ期以降を除く）

来期の見通し

（注）

注：2010年Ⅲ期は推計値

〔凡例〕

来期の見通し

Ⅰ期 Ⅱ期 Ⅲ期 Ⅳ期 Ⅰ期 Ⅱ期

◇ ■ △ ＊ ● ×

2011年2010年

（前期比業況判断において）

注：2011年Ⅰ期は大震災の影響は反映されていない 資料：大阪市経済局「大阪市景気観測調査」より作成

主要項目に関するＤＩ（上昇/増加などの％－下降/減少などの％）の最近の推移

・主要項目のDIの動向は2010年Ⅰ～Ⅳ期ではほとんどの指標が右肩上がりで順調な持ち直し

（11年Ⅰ期のDIは売上高、営業利益などで下降したが、季節的な動きによる一時的なもの）

・2011年3月以降、東日本大震災が大阪の企業にどう影響するかが懸念される（消費節約ムー

ド、海外向け製品の風評被害、大規模な節電など）ものの、景気の底流は堅調であること

から、復興需要などもあいまって、11年度の景況も持続的な回復が期待できよう

【他の懸念材料としては、新興諸国の経済成長に伴う資源需要逼迫、原材料価格の高騰など】
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Ⅰ 需要（支出）セクター
A.顕在需要は、一般消費（小売・サービス等最終

消費者向け）等や輸出等の需要を中心とした
民間支出と、大阪市等による政府支出による
需要の動向を表す。

B.潜在需要は顕在需要に影響を与える数字を表す。

６．需要（支出）セクターに関する見通し

（１） 需要関連指標の動向整理

Ｂ
潜
在
需
要

Ａ
顕
在
需
要

域
内
需
要

域
外
需
要

一
般
消
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民
間
支
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<市内消費> 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1
大型小売店販売額

（スーパー）
大型小売店販売額

（百貨店）

↘ ↑

↓ ↑

↘ ↗ ↗ → ↓ ↑ ↓ ↗

↓ ↑ → ↘ ↘ ↘ ↑ →

4 5 6 7 8 9 10 11 12

生活保護受給者数
（色逆）

↑ ↑ ↑ ↑ ↑ ↗ ↑ ↑ ↗

雇用保険受給者数
（色逆）

↗ ↓ ↑ → ↘ → ↓ → ↘

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1

月間人口動態 ↑ ↗ → → → ↓ ↗ ↘ ↘ ↘

月間世帯動態 ↑ ↗ ↗ ↗ ↗ ↗ → →

↓ ↓ ↑ ↓ ↑ ↓ → ↓ ↑

↓ ↑ ↓ ↑ ↓ →

↗ ↓

家計消費支出 ↑ ↑↓ →

↓

第3次産業指数（対個
人サービス業）※全国

↘ ↘ ↑ ↗
消費者物価指数
（総合）

↓ ↗ ↘

↗ ↑ ↘ ↑
阪神高速東線
大型車通行台数

輸出額
※大阪港、関西空港

↑ ↓ ↑ ↗ ↘

↗↓ → ↘ ↘ ↗↑ → ↘ ↓

↓

政
府
支
出

影
響

着工新設住宅戸数 ↓ ↗ ↘ ↘ ↗ ↘↗ ↑ ↘ ↑

<需要環境> 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12

2009年 2010年

国内総生産
※四半期、名目

↓ ↑ ↑ ↘ ↗ ↘

<来訪者>

地下鉄・ニュートラム
乗車人員

↘ ↓ ↑ → ↓ ↗ → → ↑ ↓

延べ宿泊者数
※大阪府

→ → ↘ ↑ ↑ ↓ ↗ → →
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・2000年以降は増加傾向が続き、2010年
で11年連続で増加が持続

・ただし、最近は高齢化による死亡数の
増加が顕著で、人口減少の懸念も台頭
⇒人口が増加から減少へ転換点の気配

・06年まで持続した女性比率の上昇傾向
は07年に反転して以来4年連続で減少

大阪市の世帯数、人口の推移

（２） 需要関連の個別指標の動向

注：2010年の性別人口は９月１日現在の値。
資料：大阪市計画調整局「大阪市統計書」、「推計人口」

・住宅着工は2007年6月施行の改正建築
基準法の影響と08年からの金融危機に

より、床面積ベースで低迷する状況が
続いたが、10年には反転し、やや回復

・背景要因として、住宅ローン減税の継
続、住宅版エコポイントの導入、地価
下落、金融緩和措置などが後押し

・11年は税制改正による相続税引き上げ

への節税対策からの投資も期待

【住宅建築物着工】

市内の建築物着工床面積の用途別動向

資料：（財）建設物価調査会「建設統計月報」
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Ⅱ 供給（生産）セクター
A.稼動水準は、卸を中心とした商業系、事業所を対象と
するサービスを提供するサービス業系、製造業を中心と
した生産活動を行う工業系、倒産件数や資金需要など産
業活動を総合的に捉えた総合の４分類で、供給の動向を
表す。
B.建物・設備は、各産業活動の稼動水準に影響を与える
建物・設備等の状況を表す。

７．供給（生産）セクターに関する見通し

（１） 供給関連指標の動向整理

Ｂ
建
物
・
設
備

Ａ
稼
動
水
準

工
業
系

商
業
系

サ
ー
ビ
ス
業
系

総
合

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1

輸入額
※大阪港、関西空港

↑ → ↗ ↘ ↗ → ↘ ↗ → →

卸売業販売額指数
※全国

↑ ↘ ↘ ↗ ↘ → ↗ ↑ → ↑

中央卸売市場取扱高 ↑ ↓ ↑ → → → ↘ ↑

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1

貸ビル利用稼動面積 → ↘ ↑ ↓ → ↗ ↗ ↗ ↘ →

企業向けサービス

価格指数※全国
↘ ↘ → ↓ → ↓ ↓ ↗ ↓ ↗

第3次産業指数（対事

業所ｻｰﾋﾞｽ業）※全国
↘ ↓ ↑ ↑ ↓ → → ↘ ↘

ホテル客室稼働率 ↗ → ↓ ↓ ↑ ↑ → ↓ ↑ ↘

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1

企業物価指数

※全国
↑ ↑ ↓ ↗ ↑ ↑↘ → → ↑

<生産活動>

↓ →

↑ ↗ →
工業用ガス消費量
※大阪府

→ ↓ ↗ ↗ → ↘ ↓

鉱工業生産指数
※大阪府

↘ ↑ ↗ ↘ → ↓ →

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1

↘ ↗ →↘ ↗ ↘ ↗
企業倒産件数

（色逆）
→ ↘ ↑

<資金需要>

銀行貸出残高 ↗ ↗ → → ↓ ↓ → ↓ ↓ ↗

保証承諾額

（色逆）
↓ → ↗ → ↘ ↗ ↓ → ↗ ↓

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1

貸ビル貸室面積 ↑ → ↗ ↓ → → ↑ → ↘ ↗

貸ビル空室率

（色逆）
↑ ↗ ↘ → → ↘ ↑ ↓ ↗ ↗

産業用建築物着工

床面積※大阪府
↓ ↘ ↗ ↘ ↗ → → ↓ ↑ ↑

機械受注額

※全国
→ ↓ → ↑ ↑ ↓ ↘ ↘ → →
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【倒産件数】

・2010 年の着工床面積は改正建築基準法
が導入された07 年以降で最高水準を達成
⇒ 11年も工事継続案件で投資額は横ばい

・商業・業務ビル：
* 梅田北ヤード、中之島エリアでPJ等

・工場・生産拠点：
* リチウム二次電池第２期（住之江区）

・データセンター：
* ｸﾗｳﾄﾞｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞ導入による新規需要 産業分類別倒産件数の推移

（２） 供給関連の個別指標の動向

注：2004年のグラフは大阪市の倒産件数合計を表す。
資料：（株）東京商工リサーチ

・件数は金融危機後の2008 年、09年と
1千件超えとなったが、10年には959件

・業種別：サービス業他、卸売業、建設
業、製造業で8 割以上のシェア

・大震災による資金繰り悪化対策として
災害復旧貸付特別融資などで対策済み
だが、過度な自粛ムードが懸念材料

【産業関連建築物着工】

建築物着工床面積の内訳

資料：（財）建設物価調査会「建設統計月報」

5.2
14.3

101.0

35.2

11.0

0

50

100

150

200

250

300

2003 04 05 06 07 08 09 10

その他（運輸業、
情報通信業など）

サービス業用

商業用

鉱工業用

居住産業併用
（居住部分除く）

（年）

(万㎡）

34

943

34

56

26
3

8
5

81

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

2004 06 08 09 10

サービス業他

運輸業

不動産業

金融・保険業

小売業

卸売業

製造業

建設業

(09年計:1,092件) 　(10年計:959件）

（年/四半期）

（件）

966

296

1,009

217247248258272

10年第Ⅳ
四半期の

倒産件数

266 247

(財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 10

Ⅲ 雇用・所得セクター
Ａ．雇用状況は、雇用者サイドから、
Ｂ..雇用環境は被雇用者サイドから、
雇用・所得の状況を表す。

８．雇用（所得）セクターに関する見通し

・金融危機の影響で2009年度は一気に雇

用の過剰感が強まり、雇用環境が悪化
したが、10年にはようやくやや回復

・11年度も回復基調の持続期待がかかる

が、需給ミスマッチの解消が鍵

（２） 需要関連の個別指標の動向

【雇用状況】

大阪市他の有効求人数、求職者数等の推移

注：2009年までは年度平均、10年は4月～12月の月平均値。
資料：大都市統計協議会「大都市比較統計年表」、厚生労働省

「職業安定統計年報」、各都市「統計書」、東京労働局資料
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（１） 雇用関連指標の動向整理
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量的側面の増勢緩慢に加え、質的
側面での消費縮小があいまって
－２～３％程度

住宅は2010年に回復した勢いが
持続する期待、一方、設備投資
は前年並み水準で推移の見込み

公共投資はマイナスとなるも、
政府支出はプラスが確実

懸念材料はあるものの、順当に
行けばプラスの期待が大きい

【総合判断】全国平均をかなり上回る
成長が期待できる (名目)

①民間最終消費支出
・量：人口は減少に転ずる懸念あり、世帯数は増加期待
・質：ﾌﾟﾗｽ面：高額所得者層の増加､男性の増加、

円高による海外品の割安感からの消費増
ﾏｲﾅｽ面：高齢化､物価上昇に起因する節約意識、

耐久消費財需要の反動減、デフレ持続、
震災による消費抑制、給与所得控除縮減

②民間住宅投資、企業設備投資
・住宅：地価下落、住宅ローン減税と住宅版ｴｺﾎﾟｲﾝﾄの

継続、金融緩和措置などのプラス材料に加え、
税制改正による相続税対策からの投資も期待

・設備投資：・大型PJの工事継続でベースは底堅い
・ビルなどの過剰感と景気不透明感が懸念

③公的資本形成、政府消費支出
・公共投資：財政逼迫で抑制、市街地再開発も縮減傾向
・政府支出：生活保護費増大、高齢化など増加は確実

④財貨・サービスの移出入
・国内：・大震災の復旧･復興需要や代替需要に応える

ことで短期的な新規需要の期待
・域外・海外からの観光は自粛や風評で減少も

・海外：成長する中国・アジア経済からの需要は堅調

９．2011年度の総括的見通し
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(財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 12

・大阪市の製造出荷額（4人以上）はバブル経済崩壊後に減少し続け、全国シェアも低落が
持続したが、2007年にようやく増加に転じた。09年は金融危機により全国も大阪市も出荷
額が大幅に減少したが、大阪市の減少幅が小幅で全国シェアは1.4％にまで上昇。

・また、09年の大阪市の工場数、従業者数（4人以上）は前年より10％前後の大幅減少。

１．製造業

市内製造業の推移全国の製造業の状況と大阪市のシェアの推移

Ⅱ 大阪の産業・経済動向

注：対象は従業者数4人以上の事業所。
統計データの注意点については章末注を参照のこと。
産業分類の変更等があるため、厳密には連続しない。

資料：経済産業省「工業統計表（概要版）」

注：対象は従業者数4人以上の事業所。
統計データの注意点については章末注を参照のこと。
産業分類や捕捉範囲の変更等があるため、厳密には連続しない。

資料：経済産業省「工業統計表（概要版）」
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・大阪市は基礎素材型（全体の4～6割）が中

心。次に、生活関連型、加工組立型の順
・製造品出荷額や付加価値額では、化学（特
に医薬品）のウエイトが高いのが特徴

・加工組立型中心の名古屋や生活関連型中心
（印刷の影響大）の東京とも異なる特色

○工業の産業分野別状況 ○工業の従業員規模別状況

・従業者数9人以下の小規模工場（12,342ヵ所、
2008年）が市内総数（15,778ヵ所）の約8割

・製造品出荷額等でみた小規模工場のシェア
は約10％

・従業者数300人以上は工場数では0.2％に過
ぎないが、出荷額では30.2％を占める。

・大阪市は「1人当たり付加価値額」が中小
規模でも高い⇒高付加価値型生産活動

大阪市製造業の分野別構成(2009年)

基礎素材型
木材・木製品、パルプ・紙・紙加工品、化学工業、石油製品・石炭製品、プラスチ
ック製品、ゴム製品、窯業・土石、鉄鋼、非鉄金属、金属製品

加工組立型
はん用機器、生産用機器、業務用機器、電子部品・デバイス・電子回路、電気機
器、情報通信機器、輸送用機器

生活関連型
食料品、飲料・飼料・たばこ、繊維、家具・装備品、印刷・同関連、なめし革・毛皮、
その他

注：対象は従業者数4人以上の事業所。速報値
統計データの注意点については章末注を参照のこと

資料：経済産業省「工業統計表(概要版）」

従業者規模別の１人あたり付加価値額の
他都市比較（2008年）
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35.9

注：対象は全事業所。
統計データの注意点については、章末注を参照のこと。

資料：各都市「工業統計調査」、経済産業省「工業統計表（概要版）」
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・市内卸売業は事業所数：25,435ヵ所、従業者数：約33万人（以上2009年､経済センサス）

、および販売額：42.8兆円（2007年､商業統計表）を誇る大都市型産業

・販売額による中心性比率（卸売÷小売）は1990年代後半から低下傾向が顕著となり、20
04年には9.1倍にまで落ち込んだが、07年には反転し、9.4にまで増加。水準としては東京

都区部に次ぐ集積を維持。全国の販売額に対する大阪市シェアは10.3％。

２．卸売業

市内卸売業の推移 中心性（Ｗ／Ｒ）比率の推移の他都市比較

注：2007年以前は「商業統計表」、2009年は「経済センサス」（速報）
商業統計と経済センサスの時系列比較は注意を要する

資料：経済産業省「商業統計表」、総務省「経済センサス」（速報）

注：W/R 比率＝卸売業年間販売額/ 小売業年間販売額。
資料: 経済産業省「商業統計表」
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・年間販売額の業種別構成（2007）は消費財よりも生産財・資本財の割合が高く（59.2％）、

その内訳では「機械器具」（24.2％）が最大。長期的には「各種商品」や「繊維品」の割合

の減少が顕著。消費財では「医薬品･化粧品等」、「食料･飲料」の割合が増加

・従業者規模別の構成では、9人以下が事業所数割合で7割を占めるものの、販売額では13％、

に過ぎず、他方、50人以上が事業所数割合で4％に過ぎないが、販売額では過半を占める

・経営方針としては「本業重視」、「新分野の開拓」、他企業との「連携」などが今後の鍵

大阪市の業種別販売額構成比（2007年） 大阪市卸売業の従業者規模別事業所数と
年間販売額

○業種別・規模別にみた卸売業販売額の構成と動向

資料: 経済産業省「商業統計表」 注：2007年以前は「商業統計表」、2009年は「経済センサス」（速報）。
商業統計と経済センサスの時系列比較は注意を要する

資料：大阪市計画調整局「商業統計表」、総務省「経済センサス」（速報）
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・商店数は31千店を誇るが、長期には減少傾向⇒特に4人未満の小規模小売店

・影響力を増す大型小売店舗→商店数は1.0％だが、年間販売額は41.8％（2007年）

・広域な需要に応える大阪市の小売業⇒トンプソン指標（人口当たり販売額）は東京都

区部よりも高く、大都市でトップ

・業種別販売額では各種商品小売業（18.9％）と衣服・身の回り品小売業（15.4％）に特徴

・業態別販売額では百貨店（16.5％）、衣料品専門店（15.1％）の割合が他都市より多い

３．小売業

従業者規模別事業所数の推移

注：2007年以前は「商業統計表」、09年は「経済センサス」（速報）
商業統計と経済センサスの時系列比較は注意を要する）

資料：経済産業省「商業統計表」、総務省「経済センサス」（速報）
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資料：各都市「推計人口」、経済産業省「商業統計表」
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・店舗数シェア（2007年）で1％の大型店が販売額で約4割を占め、その傾向は強まっている
・百貨店の販売額（2009年）は金融危機勃発や店舗改築のための売り場縮小などで前年比

14.9％減の6,762億円に落ち込んだが、2010年後半には販売額も底入れ
・スーパーは3店舗増え、販売額は1.5％増加。プライベートブランド商品による低価格化が
奏功。ただし、2010年を通じて販売額が前年同期比で－1～2％の減少が続き、頭打ち傾向

・2011年以降、キタやミナミ、阿倍野で百貨店／商業施設の新設、改装に盛り上がりを期待

○大阪の大型小売店の動向

大型小売店販売額の前年同期比推移大型小売店の販売額、売場効率の推移

資料：近畿経済産業局「大型小売店販売状況」

注：（ ）内は、各年における店舗数
この場合のスーパーとは従業員50人以上、売場面積1500㎡以上、
セルフ50％以上の条件を満たす小売店舗をいう。"

資料：経済産業省「商業販売統計年報」

6,762

17.7

0

5,000

10,000

15,000

1980 85 90 95 2000 05 07 08 09

0
5
10
15
20
25

年間販売額

　　　（億円）

　千㎡あたり年間販売額

　　　　　　　　　　　（億円）

　　（9）　（11）　（11）　（12）  （12）　（10）　（10） 　（9）  (8) （店）

（年）

百貨店

2,238

7.7

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

1980 85 90 95 2000 05 07 08 09

0
2
4
6
8
10
12

年間販売額

（億円）

千㎡あたり年間販売額

　　　　　　　　（億円）

　　（36） （36） （33）  （44） （74）  （66） （68）  （70）  (73) （店）

（年）

スーパー



4

(財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 18

４．サービス業 ② 従業者数の動向

① 概況
・サービス業の市内総生産額（名目）は2000
年までは順調に増加し、製造業の2倍以上に

達した。その後は緩やかな増加で2008年で

は5.8兆円

・全国に占めるシェアは5.1％で、製造業の

1.8％や全産業の4.2％よりも高い

大阪市のサービス業従業者数の推移

大阪市のサービス業の市内総生産額の推移

・従業者数は1981年から2006年にかけて、

約37万人増⇒経済のサービス化の進展。

従業者数シェア（2009年）は36.6％

・他産業の多くが従業者数を減らす中で、

サービス業は貴重な成長分野。特に対

事業所サービスの増勢が顕著

・総生産額ベースの内訳では、大阪市は全

国と比較して対事業所割合が60％と多く、

公共は12％と全国の半分以下

注：対象は民営事業所。
サービス業の分類については、巻頭付記5を参照
2002年に産業分類が改定され、改定前後を同一基準で比較することが
困難となったため、厳密には01年と04年のデータには連続性がない。
独立行政法人化にともない、以前は「国、地方公共団体等」の事業所であ
った団体・法人が06年からの調査では「民営」の事業所として集計された。
2006年以前は「事業所・企業統計調査」、09年は「経済センサス」（速報）
事業所・企業統計調査と経済センサスの時系列比較は注意を要する

資料：総務省「事業所・企業統計調査」、「経済センサス」（速報）

注：全国シェアを算出する際の全国値は、都道府県の各県内総生産
の合計値。

資料：内閣府「県民経済計算年報」
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③ 対事業所サービス業

・対事業所サービス業は専門業務に特化す
ることで高い労働生産性とｺｽﾄﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽを
達成し、企業業務のｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ（外部化）
の動きもあいまって、事業所が集中する
大阪市で長期的成長を達成

・2009年では事業所数で29千ヵ所、従業者
数で472千人の規模

大阪市の対事業所サービス業の
事業所数、従業者数（2009年）

・業種別内訳をみると事業所数では、法律･会
計士や設計事務所などの専門サービス業が
8,642と最も多く、技術サービス業、その他

の事業サービス業、情報サービス業の順
・他方、従業者数ではその他事業サービス業が

148,307人と最も多く、次いで情報サービス
業、職業紹介・労働者派遣業が10万人弱

・近畿内のシェアをみると、ｺﾝﾃﾝﾂ制作業、広
告業、情報ｻｰﾋﾞｽ業などで大阪市の集中度大
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事業所数：28,892ヵ所

従業者数：471,741人

対事業所サービス業の従業者数のシェア（2009年）

注：対象は民営事業所。サービス業の分類については巻頭付記5参照
資料：総務省「経済センサス」（速報）

26.824.7

0

20

40

60

80

全

産

業

サ
ー

ビ

ス
業

全

体

対

事

業

所
　

　

　

　

　

　

　

サ
ー

ビ

ス
業

情

報

サ
ー

ビ

ス
業

イ

ン
タ

ー

ネ

ッ
ト
　

　

附

随

サ
ー

ビ

ス
業

映

像

・
音

声

・　

 

　

　

文

字

情

報

制

作

不

動

産

賃

貸

業

物

品

賃

貸

業

専

門

サ
ー

ビ

ス
業

広

告

業

技

術

サ
ー

ビ

ス
業

自

動

車

整

備

業

機

械

等

修

理

業

職

業

紹

介

・

 
 

 

労

働

者

派

遣

業

そ

の
他

の
　

　

 

　

事

業

サ
ー

ビ

ス
業

大阪市

（全国シェア）

東京都区部

（全国シェア）

大阪市

（近畿内シェア）

（％）

(財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 20

17

11,884

2,191

364

1,805
927 1,741

3,176

780

8,667

57
2129

399

2,905

798 1,003

2,208

4,666

2,543

3,439

2,086

13
108

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

ス
ポ
ー

ツ

・
娯
楽
用
品
賃
貸
業

そ
の
他

の
物
品
賃
貸
業

娯
楽
業

学
習
塾

教
養

・
技
能
教
授
業

不
動
産
取
引
業

不
動
産
賃
貸
業

・
管
理
業

宿
泊
業

洗
濯

・
理
容

・
美
容

・
浴
場
業

そ
の
他

の
生
活
関
連

サ
ー
ビ

ス
業

表
具
業

そ
の
他

の
修
理
業

事業所数（ヵ所）

従業者数（十人）

（事業所数：ヵ所、　従業者数：十人）

対個人サービス業合計

事業所数：31,821ヵ所

従業者数：201,756人

④ 対個人サービス業 ⑤ 公共サービス業

・少子高齢化などﾗｲﾌｽﾀｲﾙ多様化とｺﾐｭﾆﾃｨ
希薄化など社会的要因を背景に持続的成長

・2009年では事業所数で32千ヵ所、従業者
数で202千人の規模

・業種別では不動産系、理美容系のシェア大

大阪市の対個人サービス業の
事業所数、従業者数 (2009年)

大阪市の公共サービス業（民営）の
事業所数、従業者数(2009年)

・対公共サービス業は市民生活の基盤として
事業所数、従業者数ともに着実に増加

･ 業種別では医療系、福祉系のシェア大

・民間開放のトレンドからも民営割合が伸長
しており、今後ともﾋﾞｼﾞﾈｽﾁｬﾝｽの期待あり

注：対象は民営事業所。サービス業の分類については巻頭付記5参照
資料：総務省「経済センサス」（速報） 注：対象は民営事業所。サービス業の分類については、巻頭付記5参照

資料：総務省「経済センサス」（速報）
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５．飲食・宿泊業

【飲食業】
・大阪市の飲食店数は29.6千店を誇り、人口千人あたりでは11.1ヵ所で全国の2.1倍、東京都

区部の1.4倍と多い（以上2009年）ものの、長期的に見ればバブル期をピークに減少傾向

・業種別では専門料理店（日本､中華､焼肉等）、酒場･ビアホール、喫茶店、バー･キャバ
レー等の４業種が5～7千店と多い。傾向として専門料理店と酒場･ビアホール以外は減少。

人口当たりで見た店舗数で大阪市が多いものはお好み焼･焼きそば等と喫茶店など
・従業者規模別に見た特徴では、20人以上の中～大規模店舗の割合が7.1％に高まっている点

飲食店、持ち帰り飲食サービス業の
主な業種別全国シェア（2009年）

大阪市内の飲食店の推移

注： 2006年以前は「事業所・企業統計調査」、09年は「経済センサス」（速報）。
対象は民営事業所。
事業所・企業統計調査と経済センサスの時系列比較は注意を要する

資料：総務省「事業所・企業統計調査」、「経済センサス」（速報）

注：対象は民営事業所
人口は2010年10月1日の数値
「その他の専門料理店」とは、料亭、西洋料理店、イタリア料理店、韓国料理
店、インド料理店、ピザ専門店等である

資料：総務省「経済センサス」（速報）
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・大阪市内の宿泊業の事業所数は780ヵ所、従業者数は25千人（2009年）であり、全国シェ
アでは事業所数で1.3％、従業者数で3.3％となっている

・従業者規模別では4人以下の小規模が多いものの、32％にまで低下しており、20人以上の

割合が増加しており、全国平均よりも規模が大きい傾向が確認できる
・宿泊業のうちホテルの動向を見ると増加傾向にあり、2009年度末には279ヵ所、435百室
に達している。全国シェアは客室数で5.5％を誇り、施設数シェアの2倍近くとなっており、

ホテルに関しても規模の大きさを裏づけている
・宿泊施設稼働率を見ると、季節変動はあるものの、2010年は平均で65％と東京都や名古

屋市を上回っており、金融危機直前の水準にほぼ回復している

大阪市内のホテル施設数、客室数の推移

【宿泊業】

宿泊施設定員稼働率の推移

注：各年度末の数値
資料：厚生労働省「衛生行政報告例」

注：従業員数10人以上の施設
定員稼働率＝延べ宿泊者数／総収容人数

資料：観光庁「宿泊旅行統計」
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・大阪の銀行貸出残高は2011年1月末時点で
全国の9％を誇るが、1990年代後半以降、

長期低落傾向で歯止めがかかっていない
・他方、信金の貸出残高は増加傾向にある
・証券市場は東証へのシフトで伸び悩むも、
大証では2010年にJASDAQを統合して現物
株式売買代金シェアは4.3％にまで上昇。
他方、ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ市場は東証の2.7倍と活発

市内金融機関の各種残高の動向

【金融・証券】 【物流】

大阪府発着貨物量及び全国シェアの推移

・大阪府の発貨物、着貨物ともに増加し、全国
シェアも各々5.0、5.4％（2008年）と上昇

・エリア的には発着ともに中部以西にシフト
・発貨物の品目別では特殊品(金属くずなど)、
勤続･機械工業品、化学工業品が主流

・運輸業の事業所数は6千弱、従業者数は139万
人で、全国シェアは7.5、7.8％。また、倉庫
業の事業所数は1,281、従業者数は21万人で、
全国シェアも11％前後で高い（2009年）

注：全国銀行協会社員銀行勘定、大阪市信用保証協会、大阪府信用金庫協会
各年3月末現在の残高(銀行預金残高及び銀行貸出残高の2011年は2月末、債務保証
残高の2011年は1月末)

資料：全国銀行協会「金融」、大阪銀行協会資料、大阪市計画調整局「大阪市統計書」、「統
計時報」、大阪府信用金庫協会資料

注：トンベース
資料：国土交通省「貨物地域流動調査」

６．その他の経済活動
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【貿易】
・大阪港からの輸出入額は2009年下期以降、
回復基調に戻りつつある。2010年の全国
シェアは輸出：4.8％、輸入：6.2％で、貿
易額では神戸港に次いで第5位の3.6兆円

・大阪港の輸出相手国は中国、韓国、台湾、
米国の順。他方、輸入国は圧倒的に中国

・輸出品目では機械機器が過半で、原料製
品、化学製品、その他の順。輸入品目では
機械機器、衣類、原料製品の構成比が高い

・関西空港も09年下期以降は回復基調にあり、
貿易額は7兆円間近。輸出が輸入の1.6倍

大阪港の輸出入額及び全国シェアの推移

資料：大阪税関、財務省「貿易統計」

【消費動向】
・大阪市の家計（二人以上世帯）は東京都区部
など大都市、全国平均よりも低収入であり、
消費支出を見ても少ない。特に金融危機以降
の下落は顕著で、2010年平均は256千円／月

・モノからサービスへの消費にシフトしつつ
あったが、08年以降は逆にもどる傾向

・2009、10年と続いて増加している費目は移動

電話通信費と自動車関係費のみで、食料など
の生活維持に欠かせない品目でも減少傾向

・他都市との比較では、自動車等関係費、交際
費、教養･娯楽費が全国よりも2割以上少ない

一世帯の１ヶ月平均消費支出額の推移

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

上期下期 上期 下期上期 下期上期 下期上期 下期 上期下期 上期下期

1990年 95年 2000年 05年 08年 09年 10年

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0 輸出額

輸入額

全国比
（輸出額）

全国比
（輸入額）

（貿易額：十億円） （全国比：％）

4.8% 3,256

6.2% 3,762

256

332

303

290

250

300

350

2000 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10

大阪市

東京都区部
名古屋市

全国

（千円/月）

（年）

注：二人以上の全世帯（農業含む）の月平均
2010年は速報値

資料：総務省「家計調査」
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（112）
（102） （70）

（53） （41） （32）

（前年同期比増減数：万人）

・大阪市を訪れた観光ビジターは2009年度は
新型インフルエンザの影響で1億238万人と

前年より微減。特に、外国人ビジターは
19％減の160万人にまで下落

・観光消費額は2008年度は金融危機の影響も
あって前年度比3.1％減の約1兆4千億円で、
それによる生産誘発効果は約2兆1千億円

・消費額の多い宿泊ビジターは1,303万人で、
前年比7.4％減。うち外国人は159万人

大阪市へのビジターの推移

【集客・観光】

国籍別外国人延べ宿泊者数（2010年下期）

・増加基調にある外国人ビジターの中でも中国
人の増勢が著しい。大阪府内で宿泊した外国
人は154万人だが、韓国人と中国人が各2割超
で、アジア全体では7割弱（2010年下期）

・大阪府を訪れる外国人観光客の消費額は平均
で24千円/人･泊（10年）で他都市よりも高額

・大阪市で宿泊する外国人観光客はショッピン
グや食事目的の割合が日本人よりも高い

注：外国人ビジターの2008年以降は暦年、それ以外は年度の値
資料：大阪市ゆとりとみどり振興局「大阪市の観光動向調査」

注：従業員数10人以上の施設
資料：国土交通省「宿泊旅行統計調査」

７．成長産業等の動向
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【健康・医療】

医薬品関連事業所数と従業者数の
主要都市別シェア（2009年）

・政府の「新成長戦略」では健康（医療・介
護）も成長分野とされ、2020年度までに新
たに50兆円の市場と雇用284万人を創出

・市内には医薬品や食品メーカー、家庭用健
康機器メーカー、化学、医療機械等の産業
集積が厚く、大学･研究所も圏域には多い

・大阪市の全国シェアでは、医薬品製造業や
医薬品・化粧品等の卸売業で高い水準

・大阪府の医薬品生産額は5,073億円(2008年)
で全国4位

・大阪市内には健康・予防医療関連サービス
業の事業所も多く立地

【環境・エネルギー】

・政府の「新成長戦略」でも本分野が成長分
野とされ、2020年度までに新たに50兆円の
市場と雇用140万人を創出すると期待

・大阪･関西には環境エネルギー関連企業や
研究機関、ハウスメーカー等が集積し、
環境ビジネス創出のポテンシャルが高い

・関西の市場規模は約9.4兆円（FY2008）
・特に電池関連の関西シェアは高く、リチ
ウム電池：81％、太陽電池：74％を誇る

・環境分野に取組意欲を持つ中小企業は多い

リチウムイオン電池生産金額の推移

注：日本の生産金額は経済産業省統計より作成
関西の生産金額は経済産業省、近畿経済産業局統計より推定

資料：㈱日本政策投資銀行「バッテリースーパークラスターへの展開～電池とそ
のユーザー産業の国際競争力向上へ向けて～」
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資料：総務省「経済センサス」（速報）
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【ｺﾐｭﾆﾃｨﾋﾞｼﾞﾈｽ（CB）/ｿｰｼｬﾙﾋﾞｼﾞﾈｽ（SB）】

NPO法人数の他都市比較（2010年12月）

・2011年3月に「大阪市協働指針」を策定し、
市民活動の担い手を支援しつつあり、CBや
SB拡大に向けて学習機会の提供などを実施

・地域課題の解決に専門的見地から取り組ん
できたのがNPOであり、区役所などと連携
しつつCB/SBの推進役を担っている

・NPO法人は市内に1,447もあり、人口当たり

の法人数でも高い水準を誇っている
・エリア別には都心部が多いものの、全域的
に分布しており、地域密着型である

注：人口は2010年10月1日の数値
資料：内閣府国民生活局「NPO法人情報ポータルサイト」より

総務省「国勢調査」（速報）

【クリエイティブ・デザイン】

・経済産業省の「産業構造ビジョン2010」で
は“文化産業立国”を１つの柱としており、

その内訳にコンテンツ、デザイン等がある
・市内のクリエイティブ・デザイン関連の事
業所数（2009年）は11千ヶ所で、全国シェ
アも7％超と東京都区部に次ぐ集積を誇る

・詳細業種別に見ても、デザイン業、広告業
など多岐にわたる分野で集積が厚い

・都心を中心にクリエーター間の顔の見える
ネットワークが広がりつつある

クリエイティブ関連産業の大阪市のシェア（2009年）

注：民営のみ 資料：総務省「経済センサス」
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大阪府内の外国人留学・就学・研修生の推移

注：各年末の数値。
資料：（財）入管協会「在留外国人統計」

【人材】

大阪市の教育、学習支援業の事業所数のシェア

注：対象は民営のみ
その他の学校教育＝小・中・高等学校、幼稚園

資料：総務省「経済センサス」（速報）
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・大阪市内の教育・学習支援業の事業所数は
3,628ヵ所（民営、2009年）、全国シェアで
2.2％と人口シェアと同水準

・詳細業種別には専修学校･各種学校、その他
教育･学習支援、職業･教育支援施設では近畿
の1/3を占め、ビジネス実践型の機関が集積

・ただし、高等教育機関（大学･短大等）では
市内に19校に過ぎず、大都市の中で最低水準

・高まる社会人教育ニーズに対して、利便性が
良い大都市立地の魅力は高く、有力大学のｻﾃ
ﾗｲﾄｷｬﾝﾊﾟｽなどの拠点が集積しつつある

・グローバル化が加速するなかで、大阪府内
の留学生等の動向は増加基調にあり、17千
人の水準。全国シェアも高いが減少気味

・市内の外国人就業者は4万人と東京都区部

に次いで多い。内訳では韓国･朝鮮人割合
が約8割を占め、全国でも最多

・こうした背景には歴史的にアジアを中心に
海外とのつながりが深い現実があり、外国
人登録者（12万人）の常住人口比率は4.5％
と最高。内訳は韓国･朝鮮と中国で9割
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(財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 29

８．区別（地域別）経済構造

【人口】 （2010年10月1日現在）

・平野区（20万人）など周辺部に人口が多く、都心部は企業立地が集中して人口は少ない

・2000～10年の人口増減を見ると、全体では74千人増加したが、最多の人口を誇る平野区をは

じめとする南部、西部臨海部、北東部等では人口が減少

・他方、都心部やその周辺では人口が大幅増加

←地価下落や工場の閉鎖･移転等で跡地にマンションが多数立地し、人口の都心回帰が進展

大阪市の区別人口の増減（2000年-2010年）大阪市の区別人口分布（2010年）

注：各年10月1日の数値
資料：総務省「国勢調査」、2010年は速報
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(財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 30

【区内総生産①】

・都心3区（中央区・北区・西区）と淀川区が突出して大きい⇒ 4区で総生産の62％
・三角グラフでの分析→産業部門別生産額をもとに主要3部門の構成比を算出

１）工業グループ：製造業シェアが4割程度と高い

２）準工業グループ：製造業シェアが2～3割で比較的高い

３）生活サービス・軽工業グループ：サービス業シェアが6～7割、製造業シェアが1～2割
４）生活サービス業グループ：生活関連を中心としたサービス業が約8割以上

５）高次産業グループ：卸･小売業､ｻｰﾋﾞｽ業のシェアが各4割程度、製造業シェアが1割以下

大阪市の産業別区内総生産（2008年度） 区内総生産の産業別構成比の分布（2008年度）

注：サービス業には、電気・ガス・水道業、運輸・通信業、金融・保険業、不動産業、サービス業（他に分類されないもの）を含む。
その他には、農林水産業、鉱業、建設業を含む。

資料：大阪市計画調整局「平成20年度 大阪市民経済計算」、 区別の数値は(財)大阪市都市型産業振興センターによる推計。

(財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 31

【区内総生産②】

・区内総生産と区別の税収との関係の分析

→総生産を共通の縦軸として、税収と人口の関係を2つのグラフで表現すると、総生産

と税収には高い相関関係があり、直線的な比例関係にあるが、人口とは明瞭な関係無し

総生産や税収は、定住人口による消費支出や個人税よりも、事業所が生み出す付加価値と

それに賦課される法人市民税、企業の設備投資、法人固定資産税等による影響が支配的

・税収のうち法人分の割合が過半を占める区は10区で、全て西半分に集中。そのうちで

70％以上となる北区と此花区（全市ベースでの法人分は54.5％）

区別の人口と区内総生産および税収と区内総生産の関係 大阪市の区別市税決算額（2009年度）

注：税収は過去の滞納分の徴税を除く、平成20年度単独分のみの調停済み額のデータ。
資料：大阪市計画調整局「大阪市推計人口（平成20年10月）」、大阪市財政局「平成20年度決算説

明書（市税関係）」、区別GDPは(財)大阪市都市型産業振興センターによる推計。

注：市税決算額［法人分］は、法人市民税、法人純固定資産税、
法人都市計画税、事業所税の合算値。
(財)大阪市都市型産業振興センターによる推計。
2009年度分の調定済額。

資料：大阪市財政局「平成21年度 決算説明書（市税関係）」、
「平成20年度大阪市税務統計」より
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【事業所数・従業者数】

・区内総生産と同様に都心3区（中央区・北区・西区）と淀川区に集中する傾向

⇒特に従業者数では全市の58％、137万人が都心部地域で従業。中でも中央区＋北区で42％
・１事業所当たりの従業者数（全市平均：11.4人）を見ると、中央区：16.4人、北区：15.5人

が大きく、傾向として都心部地域では規模の大きい事業所の立地が多く、周辺部地域で小

さくなる（ただし、臨海部で敷地にゆとりのある此花区：13.8人、住之江区：12.0人）

大阪市の事業所数の区別分布（2009年） 大阪市の従業者数の区別分布（2009年）

注：対象は民営事業所
資料：総務省「経済センサス」（速報）
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【製造業】

・工場数（4人以上）では平野区、生野区を中心に東部地域の割合が最も高い

・製造品出荷額（同）では淀川区、西淀川区、此花区といった北西部地域の割合が高い

・市内各地域ごとの業種などの特色

１）東部地域：・機械、金属、ゴム、プラスチック製品などの中小規模工場の集積

・隣接する東大阪や八尾市域と一体的な高度分業ネットワークを形成

２）北東部地域：・淀川区を中心に付加価値の高い化学工業の集積。

３）西部臨海部地域：・西淀川区や大正区には鉄鋼業、金属製品、機械器具の集積

・抜本的なベイエリアの活性化を推進中（咲洲、舞洲、夢洲）

４）都心部地域：・印刷関連など付加価値の高い都市型工業の集積

・製造業（大手製薬会社等）の本社・中枢機能や営業所の集積

大阪市の製造業の区別分布（2009年）

工場数（ヵ所） 製造品出荷額等（億円）

注：対象は従業者数4人以上の事業所。
資料：大阪市計画調整局「大阪市工業の概況（速報）」
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【卸売業】
・都心部６区（北、中央、西、福島、天王寺、
浪速）に立地が集中
⇒事業所数：62.4％、従業者数：71.2％、

年間販売額：82.5％（2007年）

・最も集積する都心３区（中央、西、北）で
は事業所数ベースで特徴的業種が異なる
⇒北区 ：電気機械器具、食料･飲料

中央区：衣服･身の回り品､繊維､化学製品
西区 ：鉱物･金属材料､一般機械器具

・最近の中小小売店の低迷で消費財系の卸に
は厳しい。生産財･資本財の卸は情報力や品
揃えなど卸売特有の機能を発揮して健闘

大阪市の卸売業の地域別シェア（2007年）

【小売業】

・北区、中央区、浪速区の御堂筋沿いの都心

３区で販売額の50.5％を占める（2007年）

など都心部へ集積する傾向

・区別人口当たり販売額による中心地性指数

でも中央区:13.0と北区:9.3が突出して高い。

都心部の他の4区と阿倍野区でも指数は1超
・商店街:503のうち中央区と北区に115が集中

・小売商業実態調査では、都心部の「超広域

型」商店街は4割近くが繁盛しているが、

「近隣型」や「地域型」では3/4が衰退傾向

・最近、「100円商店街」イベントが活況

小売業年間販売額地域別シェアの推移

資料：大阪市計画調整局「大阪市商業の概況」 注：都心3区＝北区、中央区、浪速区。
資料：大阪市計画調整局「大阪市商業の概況」

50.5

9.0

11.6

8.9

11.5

8.5

0%

20%

40%

60%

80%

100%

1982 91 2002 04 07

西部臨海部

南部

東部

北東部

3区を除く
都心部
都心3区

(年）

(財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 35

【対事業所サービス業】

・対事業所サービス業は一般的に、顧客との頻繁な対面接触が必要なため、顧客に近い

場所に立地する傾向があるため、大阪市の対事業所サービスも都心部地域に集中立地

・具体的な理由は、主要顧客である大手企業の本社・支社が都心部地域に集積している

ことや、広域的な交通アクセスに優れていることが挙げられる

・従業者数シェアで見ると「映像･音声･文字情報制作業」で92％、「広告業」で88％、

「インターネット附随サービス業」で87％は都心部地域（特に中央区、北区）に集積

大阪市の主要な対事業所サービス業従事者数の区別割合（2006年）

注：民営事業所の数値。但し、「専門サービ
ス業」と「その他の事業サービス業」は
公営含む全事業所の数値。
専門サービス業＝法律事務所・特許事
務所、公認会計士事務所・税理士事務
所、デザイン・機械設計業など
その他の事業サービス業＝速記・ワー
プロ入力・複写業、商品検査業、建物
サービス業、警備業、民営職業紹介業
、労働者派遣業など

資料：総務省「事業所・企業統計調査」

情報サービス業 映像・音声・文字情報製作業 インターネット附随サービス業

広告業 専門サービス業 その他の事業サービス業
サービス業

情報通信業


